
ある □ 令和2年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
日本下水道協会は、国が関与している団体であり、国や地方公共団体等へ様々な技 日本下水道協会は、国が関与している団体であり、国や
術や情報提供を行い、下水道技術者の能力向上を目的としていることから、改善の 地方公共団体等へ様々な技術や情報提供を行い、下水道
余地はない。 技術者の能力向上を目的としていることから、継続して

参加する必要がある。

効率性 ５ 達成度 ３

説明
トータルコストに大きな変化はなく、研修会参加数が増えたことから、効率性が上
がった。

　平成31年度事務事業評価表(平成30年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 070401 日本下水道協会参画事業
継続

政　策　名 03 住みやすさを感じるまち

施　策　名 07 生活の快適性を支えるまちづくり

基本事業名 04 公共下水道の整備

所管課係名 施設建設課　下水道施設担当 所管課長名 小林　徹雄

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 公益社団法人　日本下水道協会定款

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

■ その他 (負担金 )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 ■ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

下水道技術者
対象

事業内容 研修会、講習会、時代の変化を捉えた下水道機能の向上など、今後の事業展開の方向に照準を定めた最新の情報

・ 提供

活動手段

目的 下水道施設の保全及び水質検査や排水設備工事の知識取得による下水道技術者の能力向上

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 参加研修数 単位 件

平成28年度 平成29年度 平成30年度
実績値

3 2 3

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 単位

指標の種類 現年度目標値

平成28年度 平成29年度 平成30年度

目標値

実績値

事業費・人件費等

平成28年度 平成29年度 平成30年度

事業費（実績額）①　（千円） 417 417 418

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 417 417 418

人件費（理論値）②　（千円） 739 749 742

トータルコスト①＋②　（千円） 1,156 1,166 1,160

単位当たりコスト　（円） 385,333 583,000 386,667

目標達成率　（％） － － －

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地が



標達成率　（％） 94 94 92

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和2年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
徴収事務を東京都水道局に委託することにより、市単独で徴収を行うよりスケール 引き続き、下水道使用料の徴収事務を、東京都水道局に
メリットの観点から安価で料金を徴収することができることから、改善の余地はな 委託していく。
い。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
単位当たりコストに大きな変化がなかったため。

　平成31年度事務事業評価表(平成30年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 070402 下水道（汚水）料金徴収事務
継続

政　策　名 03 住みやすさを感じるまち

施　策　名 07 生活の快適性を支えるまちづくり

基本事業名 04 公共下水道の整備

所管課係名 施設建設課　下水道計画担当 所管課長名 小林　徹雄

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 東久留米市下水道条例（第17条）

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） ■ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

公共下水道（汚水）使用者
対象

事業内容 下水道使用料徴収事務を、東京都水道局に委託。

・

活動手段

目的 水道料金と一緒に徴収することで、収納率の向上と事務の効率化を図る。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 下水道料金徴収額 単位 百万円

平成28年度 平成29年度 平成30年度
実績値

1,618 1,613 1,615

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 下水道料金徴収率 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成28年度 平成29年度 平成30年度

目標値 100 100 100

実績値 94 94 92

事業費・人件費等

平成28年度 平成29年度 平成30年度

事業費（実績額）①　（千円） 135,729 120,278 123,894

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 135,729 120,278 123,894

人件費（理論値）②　（千円） 129 131 124

トータルコスト①＋②　（千円） 135,858 120,409 124,018

単位当たりコスト　（円） 83,967 74,649 76,791

目



62 31,092

単位当たりコスト　（円） 167,860 198,685 162,785

目標達成率　（％） 99 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和2年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
下水道幹線への自然流下が困難な地域の汚水を、自然流下が可能な箇所まで送水す 平成３０年度に策定した「下水道ストックマネジメント
るための下水道施設を適正に維持管理するものであり、改善の余地はない。 実施方針」に基づき、適正かつ効率的な維持管理を行っ

ていく。

効率性 ４ 達成度 ３

説明
点検修繕回数は増加したが、事業費が減少したことにより、効率性が上がった。

　平成31年度事務事業評価表(平成30年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 070403 下水道（汚水）ポンプ場維持管理事業
継続

政　策　名 03 住みやすさを感じるまち

施　策　名 07 生活の快適性を支えるまちづくり

基本事業名 04 公共下水道の整備

所管課係名 施設建設課　下水道施設担当 所管課長名 小林　徹雄

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 下水道法（第1条、第3条、第7条の2）

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） ■ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

□ 小平市 □ 東村山市 □ 清瀬市 □ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン ■ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

下谷ポンプ場（汚水）
対象

事業内容 日常的なポンプ場の点検、不具合設備機械の修繕、電気工作物等保守点検

・

活動手段

目的 ポンプ場を適正に管理・運転し、汚水を処理場に送水することにより、市民が安定して汚水を排水できる環境を

・ 整える。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 ポンプ場施設点検修繕回数 単位 回

平成28年度 平成29年度 平成30年度
実績値

179 181 191

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 施設が正常に稼働していた日数 単位 日

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 366

平成28年度 平成29年度 平成30年度

目標値 365 365 365

実績値 363 365 365

事業費・人件費等

平成28年度 平成29年度 平成30年度

事業費（実績額）①　（千円） 26,762 32,633 27,688

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 26,762 32,633 27,688

人件費（理論値）②　（千円） 3,285 3,329 3,404

トータルコスト①＋②　（千円） 30,047 35,9



円） 7,831 5,672 7,408

単位当たりコスト　（円） 1,118,714 1,134,400 3,704,000

目標達成率　（％） 99 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和2年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
自然流下が不可能な箇所の汚水を、自然流下が可能な箇所まで送水するための下水 平成３０年度に策定した「下水道ストックマネジメント
道施設（小型マンホールポンプ）を適正に維持管理するものであり、改善の余地は 実施方針」に基づき、適正かつ効率的な維持管理を行っ
ない。 ていく。

効率性 １ 達成度 ３

説明
耐用年数の経過したポンプの更新に加え、マンホールの改築を行い事業費が増加し
たことから、効率性が低くなった。

　平成31年度事務事業評価表(平成30年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 070404 下水道（汚水）小型マンホールポンプ維持管理事業
継続

政　策　名 03 住みやすさを感じるまち

施　策　名 07 生活の快適性を支えるまちづくり

基本事業名 04 公共下水道の整備

所管課係名 施設建設課　下水道施設担当 所管課長名 小林　徹雄

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 下水道法（第1条、第3条、7条の2）

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） ■ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

□ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

小型マンホールポンプ（21ヶ所）
対象

事業内容 日常的な小型マンホールポンプの巡回点検、不具合設備機械の修繕

・

活動手段

目的 小型マンホールポンプを適正に管理・運転し、汚水を処理場に送水することにより、市民が安定して汚水を排水

・ できる環境を整える。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 修繕した小型マンホールポンプ 単位 基

平成28年度 平成29年度 平成30年度
実績値

7 5 2

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 小型マンホールポンプが正常に稼働していた日数 単位 日

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 366

平成28年度 平成29年度 平成30年度

目標値 365 365 365

実績値 361 365 365

事業費・人件費等

平成28年度 平成29年度 平成30年度

事業費（実績額）①　（千円） 4,957 2,760 4,524

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 4,957 2,760 4,524

人件費（理論値）②　（千円） 2,874 2,912 2,884

トータルコスト①＋②　（千



う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 6,605 9,754 10,014

トータルコスト①＋②　（千円） 153,896 230,491 159,466

単位当たりコスト　（円） 159,148 143,340 51,391

目標達成率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和2年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
汚水管の整備は、公衆衛生上、必要な事業であり、下水道法上に定められている自 今後も、効率的な汚水処理への取り組みや、都市計画道
治事務であることから、改善の余地はない。 路などの整備に合わせた管渠の整備、ストックマネジメ

ント実施方針に基づく維持管理などを行い、都市の健全
な発達及び公衆衛生の向上に寄与していく。

効率性 ５ 達成度 ３

説明
新規整備延長は減少し、長寿命化等による管更生の整備が増加していることから、
単位当たりコストが減少した。

　平成31年度事務事業評価表(平成30年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 070405 下水道（汚水）整備事業
継続

政　策　名 03 住みやすさを感じるまち

施　策　名 07 生活の快適性を支えるまちづくり

基本事業名 04 公共下水道の整備

所管課係名 施設建設課　下水道計画担当 所管課長名 小林　徹雄

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 下水道法（第1条、第3条）

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

公共下水道（汚水）
対象

事業内容 公共下水道（汚水）の整備（都市計画道路などの整備に合わせた管渠の整備、ストックマネジメント実施方針に

・ 基づく維持管理等）

活動手段

目的 経年劣化している老朽管の改築・更新に向けた整備と合わせ、効率的な整備を行うことで、市民の快適な生活環

・ 境と公衆衛生を確保するとともに公共用水域の水質保全を推進する。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 整備延長 単位 ｍ

平成28年度 平成29年度 平成30年度
実績値

967 1,608 3,103

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 整備率（整備区域面積/事業計画面積） 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成28年度 平成29年度 平成30年度

目標値 100 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成28年度 平成29年度 平成30年度

事業費（実績額）①　（千円） 147,291 220,737 149,452

国 20,350 22,598 45,603

上記「事業費 特定財源 都 1,017 1,129 2,279

（実績額）」に その他 125,924 197,010 101,570

係る財源 特定財源に伴



20,772 161,797 140,596

単位当たりコスト　（円） 1,327,165 884,137 776,773

目標達成率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和2年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
排水不能となることなく、下水道施設を適正に維持管理をしていくものであり、改 下水道管渠の汚水処理については、排水不能となること
善の余地はない。 なく、適正に維持管理されているが、下水道施設は昭和

50年代後半から約10年間という短期間で集中的に整備さ
れたことから、今後経年劣化等による下水道管渠の老朽
化が急速に進行することが見込まれる。
下水道は、人々の日常生活を支えるインフラであり、平
成30年度に策定した、下水道ストックマネジメント実施
方針に基づき、適正かつ効率的な維持管理を行っていく

効率性 ４ 達成度 ３ 。

説明
補助事業対象となる管更生で改築する長寿命化工事については、布設替えと同等の
効果があることから、下水道（汚水）整備事業に計上したことにより事業費が減少
し、活動指数

　

とトータルコストとの

平

比より、効率性が下が

成

った。

31年度事務事業評価表(平成30年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 070406 下水道（汚水）管渠維持管理事業
継続

政　策　名 03 住みやすさを感じるまち

施　策　名 07 生活の快適性を支えるまちづくり

基本事業名 04 公共下水道の整備

所管課係名 施設建設課　下水道施設担当 所管課長名 小林　徹雄

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 下水道法（第1条、第3条、第7条の2）

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

公共下水道管（汚水）
対象

事業内容 機能確保のために必要な清掃・補修及び下水道管渠の長寿命化のための設計・工事

・

活動手段

目的 管路の破損による下水道機能停止及び道路陥没などによる交通障害を防ぐ

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 清掃、修繕件数 単位 件

平成28年度 平成29年度 平成30年度
実績値

91 183 181

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 下水道管渠に起因する道路陥没等による事故がなかった日数 単位 日

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 366

平成28年度 平成29年度 平成30年度

目標値 365 365 365

実績値 365 365 365

事業費・人件費等

平成28年度 平成29年度 平成30年度

事業費（実績額）①　（千円） 115,844 156,804 135,651

国 20,350 17,296 0

上記「事業費 特定財源 都 1,017 432 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 94,477 139,076 135,651

人件費（理論値）②　（千円） 4,928 4,993 4,945

トータルコスト①＋②　（千円） 1



90 98 113

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和2年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
未接続世帯の減少のために公共下水道へ切替えて頂くための啓発活動は、公衆衛生 今後も引き続き、公共用水域の水質の保全に資すること
及び公共水域の水質向上には不可欠な事業であるため改善の余地はない。 を目的とし、未接続世帯への下水道普及促進活動を実施

していく。

効率性 ２ 達成度 ４

説明
昨年度と比べて、下水道未接続となっている土地・建物の所有者への下水道普及促
進依頼送付件数が少なかったことから、効率性が低くなったが、成果指標が目標値
と比べ、大きく成果が表れたことから、達成度が上がった。

　平成31年度事務事業評価表(平成30年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 070407 下水道普及促進事業（公共下水道未接続世帯へのＰＲ）
継続

政　策　名 03 住みやすさを感じるまち

施　策　名 07 生活の快適性を支えるまちづくり

基本事業名 04 公共下水道の整備

所管課係名 施設建設課　下水道施設担当 所管課長名 小林　徹雄

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 下水道法第10条

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

公共下水道未接続世帯
対象

事業内容 公共下水道未接続世帯への公共下水道へ切替えて頂くための啓発活動（接続依頼文書の送付、自宅訪問など）や

・ 公共未接続世帯リストの精査

活動手段

目的 公衆衛生の向上、公共用水域の水質の保全

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 下水道普及促進PR件数 単位 件

平成28年度 平成29年度 平成30年度
実績値

54 191 161

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 未接続世帯 単位 世帯

指標の種類 減少を目指す指標 現年度目標値 180

平成28年度 平成29年度 平成30年度

目標値 200 210 210

実績値 223 214 186

事業費・人件費等

平成28年度 平成29年度 平成30年度

事業費（実績額）①　（千円） 5 16 14

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 5 16 14

人件費（理論値）②　（千円） 3,285 3,329 3,297

トータルコスト①＋②　（千円） 3,290 3,345 3,311

単位当たりコスト　（円） 60,926 17,513 20,565

目標達成率　（％）



令和2年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
水洗化率が１００％になるまで継続する事業であるが、公共下水道に接続して頂け 近年、水洗便所改造資金特別助成の申請件数が０件であ
るよう該当者への周知・広報をする方法について検討の余地があるが、事務手続き る。今後は、公共用水域の水質の保全に資することを目
としては改善の余地はない。 的とし、特別助成の対象者に対して、公共下水道への接

続のお願いと、水洗便所改造資金特別助成のお知らせ等
の啓発活動を行うなどの下水道普及促進活動を実施して
いく。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
引き続き、助成件数の実績が０であるが効率性等に変化はない。

　平成31年度事務事業評価表(平成30年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 070408 下水道普及促進事業（水洗便所改造資金特別助成）
継続

政　策　名 03 住みやすさを感じるまち

施　策　名 07 生活の快適性を支えるまちづくり

基本事業名 04 公共下水道の整備

所管課係名 施設建設課　下水道施設担当 所管課長名 小林　徹雄

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 下水道法第11条の3第5項

東久留米市水洗便所改造資金特別助成条例

補助事業 ■ 該当 □ 行政補完的 ■ 政策的 (改正実施年度 昭和63年度) 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 ■ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

□ 小平市 □ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

東久留米市水洗便所改造資金特別助成条例第2条各号に掲げる要件を備えた者
対象

事業内容 便器、洗浄用器具、給水管、排水管及び排水桝等の改造工事の助成

・

活動手段

目的 水洗便所の普及

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 助成件数 単位 件

平成28年度 平成29年度 平成30年度
実績値

0 0 0

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 くみとり使用世帯 単位 世帯

指標の種類 減少を目指す指標 現年度目標値 56

平成28年度 平成29年度 平成30年度

目標値 60 60 56

実績値 63 56 56

事業費・人件費等

平成28年度 平成29年度 平成30年度

事業費（実績額）①　（千円） 0 0 0

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 82 82 83

トータルコスト①＋②　（千円） 82 82 83

単位当たりコスト　（円） － － －

目標達成率　（％） 95 107 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □



） 21,000 21,000 16,500

目標達成率　（％） － － －

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和2年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
荒川右岸東京流域地区の円滑な下水道事業の運営に関し、関係市及び関係官公庁と 引き続き、協議会に参加し、荒川右岸東京流域地区の円
の連絡調整を図るには不可欠な会である。 滑な下水道事業の運営を図る。

効率性 ５ 達成度 ３

説明
平成29年度に開催された協議会において、当面の間、負担金（事業費）の徴収を無
くしたことから、効率性が上がった。

　平成31年度事務事業評価表(平成30年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 070409 荒川右岸東京流域下水道対策協議会参画事業
継続

政　策　名 03 住みやすさを感じるまち

施　策　名 07 生活の快適性を支えるまちづくり

基本事業名 04 公共下水道の整備

所管課係名 施設建設課　下水道計画担当 所管課長名 小林　徹雄

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 荒川右岸東京流域下水道対策協議会規約

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

■ その他 (負担金 )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 ■ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

荒川右岸東京流域下水道により利益を受ける市（小平市・武蔵野市・西東京市・小金井市・東村山市・東大和市
対象

・武蔵村山市・清瀬市・東久留米市）

事業内容 荒川右岸東京処理区において、下水道事業の維持管理運営・雨水浸水対策・公営企業会計の適用等、社会ニーズ

・ に応じた関連公共下水道事業の健全な発展のための検討・研究

活動手段

目的 荒川右岸東京流域地区の円滑な下水道事業の運営

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 協議回数 単位 回

平成28年度 平成29年度 平成30年度
実績値

2 2 2

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 単位

指標の種類 現年度目標値

平成28年度 平成29年度 平成30年度

目標値

実績値

事業費・人件費等

平成28年度 平成29年度 平成30年度

事業費（実績額）①　（千円） 10 10 0

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 10 10 0

人件費（理論値）②　（千円） 32 32 33

トータルコスト①＋②　（千円） 42 42 33

単位当たりコスト　（円



（理論値）②　（千円） 120 121 124

トータルコスト①＋②　（千円） 489,882 505,134 470,802

単位当たりコスト　（円） 38,011 38,009 38,008

目標達成率　（％） － － －

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和2年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
公共用水域の水質保全を図っていくためには、広域的な終末処理場で集約的に汚水 引き続き、広域行政主体である都を管理主体とする広域
処理を行うことが効率的であるため改善の余地はない。 的下水道（流域下水道）事業関連公共下水道事業を実施

する。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
流入水量により負担金が左右されるが、流入水量、単位当たりコストともに、前年
度と大きく変化がなかったため。

　平成31年度事務事業評価表(平成30年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 070410 荒川右岸東京流域下水道維持管理参画事業
継続

政　策　名 03 住みやすさを感じるまち

施　策　名 07 生活の快適性を支えるまちづくり

基本事業名 04 公共下水道の整備

所管課係名 施設建設課　下水道計画担当 所管課長名 小林　徹雄

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 下水道法（第31条の2　市町村の負担金）

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

■ その他 (負担金 )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 ■ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

荒川右岸東京流域下水道より利益を受ける市（小平市・武蔵野市・西東京市・小金井市・東村山市・東大和市・
対象

武蔵村山市・清瀬市・東久留米市）

事業内容 広域的に下水道（汚水）を処理するための施設（終末処理場も含む）における維持管理に要する費用の一部負担

・

活動手段

目的 広域的な終末処理場で集約的に汚水処理を行うことによる効率的な下水道整備の促進

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 流入水量 単位 千ｍ2

平成28年度 平成29年度 平成30年度
実績値

12,888 13,290 12,387

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 単位

指標の種類 現年度目標値

平成28年度 平成29年度 平成30年度

目標値

実績値

事業費・人件費等

平成28年度 平成29年度 平成30年度

事業費（実績額）①　（千円） 489,762 505,013 470,678

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 2,372 2,863 2,524

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 487,390 502,150 468,154

人件費



000 79,371,000 71,421,000

目標達成率　（％） － － －

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和2年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
東京都が管理主体となり広域的下水道（流域下水道）施設の整備を実施することが 引き続き、広域行政主体である都を管理主体とする広域
効率的であるため改善の余地はない。 的下水道（流域下水道）事業関連公共下水道事業を実施

する。

効率性 ４ 達成度 ３

説明
東京都が施工する流域下水道施設の改築等の工事内容・規模等により、各市の負担
する工事費の請求が減少したため。

　平成31年度事務事業評価表(平成30年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 070411 荒川右岸東京流域下水道(汚水)建設参画事業
継続

政　策　名 03 住みやすさを感じるまち

施　策　名 07 生活の快適性を支えるまちづくり

基本事業名 04 公共下水道の整備

所管課係名 施設建設課　下水道計画担当 所管課長名 小林　徹雄

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 下水道法（第31条の2　市町村の負担金）

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

■ その他 (負担金 )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 ■ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

荒川右岸東京流域下水道により利益を受ける市（小平市・武蔵野市・西東京市・小金井市・東大和市・武蔵村山
対象

市・清瀬市・東久留米市）

事業内容 広域的に下水道（汚水）を処理するための流域下水道施設の改築に要する費用の一部負担

・

活動手段

目的 広域的な下水道の整備の推進

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 改築施設数 単位 件

平成28年度 平成29年度 平成30年度
実績値

1 1 1

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 単位

指標の種類 現年度目標値

平成28年度 平成29年度 平成30年度

目標値

実績値

事業費・人件費等

平成28年度 平成29年度 平成30年度

事業費（実績額）①　（千円） 68,081 79,340 71,390

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 68,127 79,340 71,390

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 △46 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 32 31 31

トータルコスト①＋②　（千円） 68,113 79,371 71,421

単位当たりコスト　（円） 68,113,



の促進に関する必要な事務の連絡調整を 引き続き、黒目川流域の雨水排除計画の策定及び事業の
行うため、小平市、東村山市、東久留米市の３市で構成された協議会であることか 促進に関する必要な事務の連絡調整を行う。
ら、改善の余地はない。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
３０年度は、当市が幹事会協議会の開催を実施したことから、人件費の支出のみで
、負担金の支出や研修参加費用の支出がなかったため。

　平成31年度事務事業評価表(平成30年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 070412 黒目川流域公共下水道事業雨水整備促進協議会参画事業
継続

政　策　名 03 住みやすさを感じるまち

施　策　名 07 生活の快適性を支えるまちづくり

基本事業名 04 公共下水道の整備

所管課係名 施設建設課　下水道計画担当 所管課長名 小林　徹雄

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 黒目川流域公共下水道雨水整備促進協議会規約

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

■ その他 (負担金 )

■ 小平市 ■ 東村山市 □ 清瀬市 □ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 ■ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

黒目川流域公共下水道区域内の市（小平市・東村山市・東久留米市）
対象

事業内容 雨水整備に関する情報交換、視察研修

・

活動手段

目的 都市型水害発生の防止及び良好な水環境の維持・回復

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 協議回数 単位 回

平成28年度 平成29年度 平成30年度
実績値

2 2 2

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 単位

指標の種類 現年度目標値

平成28年度 平成29年度 平成30年度

目標値

実績値

事業費・人件費等

平成28年度 平成29年度 平成30年度

事業費（実績額）①　（千円） 0 0 0

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 0 0 25

トータルコスト①＋②　（千円） 0 0 25

単位当たりコスト　（円） － － 12,500

目標達成率　（％） － － －

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和2年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
黒目川流域の雨水排除計画の策定及び事業



目標達成率　（％） 97 97 91

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和2年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
当該事業は、冠水、浸水被害の防止、軽減をするために行う事業であり、市民の安 今後も浸水被害箇所を中心に効率的な雨水整備を進めて
心な生活に寄与するため改善の余地はない。 いく。

効率性 １ 達成度 ３

説明
認可区域に対する整備率は上がっているが、新たに事業認可取得したことにより、
整備率が目標値に届かない結果となったこと。
また、平成３０年度の整備面積も４８aと狭い範囲となったため。

　平成31年度事務事業評価表(平成30年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 070413 下水道（雨水）整備事業
継続

政　策　名 03 住みやすさを感じるまち

施　策　名 07 生活の快適性を支えるまちづくり

基本事業名 04 公共下水道の整備

所管課係名 施設建設課　下水道計画担当 所管課長名 小林　徹雄

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 下水道法（第1条、第3条）

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

公共下水道（雨水）
対象

事業内容 公共下水道（雨水）の整備（管渠等整備）

・

活動手段

目的 台風や局所的な豪雨も視野に入れ雨水事業を推進し、道路冠水箇所の解消を進める。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 整備区域 単位 a

平成28年度 平成29年度 平成30年度
実績値

69 259 48

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 認可区域に対する整備率 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 33

平成28年度 平成29年度 平成30年度

目標値 33 33 33

実績値 32 32 30

事業費・人件費等

平成28年度 平成29年度 平成30年度

事業費（実績額）①　（千円） 19,353 125,384 90,383

国 0 27,200 11,000

上記「事業費 特定財源 都 0 1,360 550

（実績額）」に その他 19,353 96,824 78,833

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 1,910 8,968 13,137

トータルコスト①＋②　（千円） 21,263 134,352 103,520

単位当たりコスト　（円） 308,159 518,734 2,156,667



達成率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和2年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
当該事業は、冠水、浸水被害の防止、軽減をするために行う事業であり、市民の安 今後も浸水被害箇所を中心に、効率的な雨水整備を進め
全安心な生活に寄与するため改善の余地はない。 ていく。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
清掃、修繕を実施した回数が減ったことに伴い事業費も減少した。

　平成31年度事務事業評価表(平成30年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 070414 下水道（雨水）施設維持管理事業
継続

政　策　名 03 住みやすさを感じるまち

施　策　名 07 生活の快適性を支えるまちづくり

基本事業名 04 公共下水道の整備

所管課係名 施設建設課　下水道施設担当 所管課長名 小林　徹雄

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 下水道法（第1条、第3条、第7条の2）

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

公共下水道施設（雨水）
対象

事業内容 雨水調整池等の機能確保のために必要な清掃・補修

・

活動手段

目的 雨水施設が原因となる事故等を未然に防ぐ

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 清掃、修繕を実施した回数 単位 回

平成28年度 平成29年度 平成30年度
実績値

309 311 262

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 目詰まりすることなく稼働した日数 単位 日

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 366

平成28年度 平成29年度 平成30年度

目標値 365 365 365

実績値 365 365 365

事業費・人件費等

平成28年度 平成29年度 平成30年度

事業費（実績額）①　（千円） 25,128 69,195 62,119

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 118 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 25,010 69,195 62,119

人件費（理論値）②　（千円） 2,053 2,080 2,061

トータルコスト①＋②　（千円） 27,181 71,275 64,180

単位当たりコスト　（円） 87,964 229,180 244,962

目標



ト①＋②　（千円） 2,393 4,613 6,164

単位当たりコスト　（円） 16,618 31,814 42,510

目標達成率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和2年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
公共下水道（雨水）の維持管理をするため、改善の余地はない。 雨水の速やかな排除は、下水道の役割であり、今後も維

持管理を実施していく。

効率性 １ 達成度 ３

説明
平成２７年度の下水道法改正により、下水道施設を良好な状態に保つために、適切
な時期に点検調査を実施し、改築・修繕をすることとなった。
このことを受け、本市においても流域下水道幹線（雨水）への接続箇所の点検清掃
に加え、昭和４４年に供用開始された上流の滝山地区の公共下水道（雨水）の点検
・清掃を行ったことにより事業費が増加した。

　平成31年度事務事業評価表(平成30年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 070415 下水道（雨水）管渠維持管理事業
継続

政　策　名 03 住みやすさを感じるまち

施　策　名 07 生活の快適性を支えるまちづくり

基本事業名 04 公共下水道の整備

所管課係名 施設建設課　下水道施設担当 所管課長名 小林　徹雄

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 下水道法（第1条、第3条、7条の2）

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

公共下水道管（雨水）
対象

事業内容 雨水管渠等の機能確保のために必要な清掃点検・補修

・

活動手段

目的 従来の発生対応型から長寿命化を含めた予防保全型への転換を図るとともに、限られた財源を有効に活用すべく

・ 、優先順位や事業費の平準化を考慮した効率的な維持管理の実施。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 清掃、修繕の実施回数 単位 回

平成28年度 平成29年度 平成30年度
実績値

144 145 145

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 下水道管渠に起因する道路陥没等による事故がなかった日数 単位 日

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 366

平成28年度 平成29年度 平成30年度

目標値 365 365 365

実績値 365 365 365

事業費・人件費等

平成28年度 平成29年度 平成30年度

事業費（実績額）①　（千円） 340 2,533 4,103

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 252 244

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 340 2,281 3,859

人件費（理論値）②　（千円） 2,053 2,080 2,061

トータルコス



雨水）の施設の整備が無かったことから、負担金の発生が 引き続き、広域行政主体である都を管理主体とする広域
なかった。 的下水道（流域下水道）事業関連公共下水道事業を実施

する。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
前年度に引き続き、流域の雨水施設の新設工事が無く、現状維持となっている。

　平成31年度事務事業評価表(平成30年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 070416 荒川右岸東京流域下水道（雨水）建設参画事業
継続

政　策　名 03 住みやすさを感じるまち

施　策　名 07 生活の快適性を支えるまちづくり

基本事業名 04 公共下水道の整備

所管課係名 施設建設課　下水道計画担当 所管課長名 小林　徹雄

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 下水道法（第31条の2　市町村の負担金）

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

■ その他 (負担金 )

■ 小平市 ■ 東村山市 □ 清瀬市 □ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 ■ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

荒川右岸東京流域下水道により利益を受ける市（小平市・東村山市・東久留米市）
対象

事業内容 広域的に下水道（雨水）を処理するための流域下水道施設の改築に要する費用の一部負担

・

活動手段

目的 広域的な下水道の整備の推進

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 改築施設件数 単位 件

平成28年度 平成29年度 平成30年度
実績値

0 0 0

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 単位

指標の種類 現年度目標値

平成28年度 平成29年度 平成30年度

目標値

実績値

事業費・人件費等

平成28年度 平成29年度 平成30年度

事業費（実績額）①　（千円） 0 0 0

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 2 2 2

トータルコスト①＋②　（千円） 2 2 2

単位当たりコスト　（円） － － －

目標達成率　（％） － － －

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和2年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
３０年度は流域下水道（



4,496

単位当たりコスト　（円） 42,063 42,242 37,978

目標達成率　（％） 97 99 99

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和2年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
排水設備工事、公桝設置工事の現場検査を実施することにより、汚水が安定して排 今後も引き続き、業務委託をすることで、効率的な施設
水できるように確認することは不可欠であり改善の余地はない。 の適正な管理を実施していく。

効率性 ４ 達成度 ３

説明
住宅等の排水設備検査業務について、外部への一部検査業務を委託することにより
、事務の効率化及び維持管理コストの削減につながった。

　平成31年度事務事業評価表(平成30年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 070417 公共下水道施設管理事業（検査業務）
継続

政　策　名 03 住みやすさを感じるまち

施　策　名 07 生活の快適性を支えるまちづくり

基本事業名 04 公共下水道の整備

所管課係名 施設建設課　下水道施設担当 所管課長名 小林　徹雄

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 下水道法（第1条、第3条）

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

□ 小平市 ■ 東村山市 □ 清瀬市 □ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

公共下水道施設
対象

事業内容 事業者からの排水設備工事、公桝設置工事の申請書をもとに、市の委託業者により現場検査を実施し、その内容

・ をもとに承認をしている。

活動手段 また、規模が大きい開発行為等は、市職員も現場立会をしている。

目的 公共下水道施設の適正な管理

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 検査申請書類受理数 単位 件

平成28年度 平成29年度 平成30年度
実績値

583 586 645

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 検査合格率 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成28年度 平成29年度 平成30年度

目標値 100 100 100

実績値 97 99 99

事業費・人件費等

平成28年度 平成29年度 平成30年度

事業費（実績額）①　（千円） 10,971 11,024 10,897

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 10,971 11,024 10,897

人件費（理論値）②　（千円） 13,552 13,730 13,599

トータルコスト①＋②　（千円） 24,523 24,754 2



4,571

目標達成率　（％） － － －

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和2年度の方向性 廃止(完了･統合含む)

説明 総合評価（課題・方向性）
公営企業会計への移行のため、平成28年度に市の方向性を定め、平成29年度に移行 令和2年度の予算・決算から公営企業会計に移行するた
支援に向けた業務委託契約を締結し、下水道事業の計画的な経営基盤の強化と財政 め廃止。
マネジメントの向上を的確に行うために公営企業会計へ移行を進めていく。

効率性 １ 達成度 ３

説明
平成30年度の事業費は、平成29年度から令和2年度までの4ヶ年で進める「公営企業
会計移行支援業務」の業務費の一部であり、年度ごとに支払額が決まっている。平
成29年度に比べて支払額が多いため効率性が低くなっている。

　平成31年度事務事業評価表(平成30年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 070418 下水道事業公営企業会計移行事務
継続

政　策　名 03 住みやすさを感じるまち

施　策　名 07 生活の快適性を支えるまちづくり

基本事業名 04 公共下水道の整備

所管課係名 施設建設課　下水道計画担当 所管課長名 小林　徹雄

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期 平成31年度

根拠法令等 地方公営企業法（第2条）

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン ■ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 ■ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

公共下水道事業全般
対象

事業内容 公営企業会計へ移行するため、令和２年度からの地方公営企業法の適用に向け、例規整備や内部事務調整等の取

・ り組みを行っていくもの

活動手段

目的 経営基盤の強化及び財政マネジメントの向上

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 移行作業における委託事業者との打ち合わせ回数 単位 回

平成28年度 平成29年度 平成30年度
実績値

7 8 7

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 単位

指標の種類 現年度目標値

平成28年度 平成29年度 平成30年度

目標値

実績値

事業費・人件費等

平成28年度 平成29年度 平成30年度

事業費（実績額）①　（千円） 3,748 4,870 16,524

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 3,748 4,870 16,524

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 10,345 9,270 9,478

トータルコスト①＋②　（千円） 14,093 14,140 26,002

単位当たりコスト　（円） 2,013,286 1,767,500 3,71


